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HACCPとは
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１ 原材料の受入れから最終製品までの各工程ごとに、微生物による汚染、金属の混入などの危害
要因を分析（ＨＡ）した上で、危害の防止につながる特に重要な工程（ＣＣＰ）を継続的に監
視・記録する「工程管理システム」。

２ これまでの品質管理の手法である最終製品の抜取検査に比べ、より効果的に問題のある製品の
出荷を未然に防ぐことが可能。

３ １９９３年に、ＦＡＯ／ＷＨＯ合同食品規格委員会（コーデックス委員会）がHACCPの具
体的な原則と手順 （７原則１２手順）を示し、食品の安全性をより高めるシステムとして国際的
に推奨。
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継続的な監視・記録
※重要管理点

(CCP)の例
異物の検出温度の管理

手順 １：HACCPチームの編成
手順 ２：製品についての記述
手順 ３：意図する用途の特定
手順 ４：製造工程一覧図の作成
手順 ５：製造工程一覧図の現場での確認

手順 ６：危害要因の分析 （原則１）
手順 ７：重要管理点（ＣＣＰ）の設定 （原則２）
手順 ８：管理基準の設定 （原則３）
手順 ９：モニタリング方法の設定 （原則４）
手順 10：改善措置の設定 （原則５）
手順 11：検証方法の設定 （原則６）
手順 12：文書化及び記録の保持 （原則７）

ＣＣＰ（Critical Control  Point）
重要管理点

（加熱工程における温度、時間など）

ＨＡ（Hazard Analysis）
危害要因の分析

（微生物、異物など）

HACCPの７原則１２手順
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HACCP普及の経緯
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海外 国内
○1960年代 アメリカのアポロ計画の一環で開発

〔目的：宇宙食の安全確保〕

○1973年 アメリカで低酸性缶詰の製造基準に
HACCPシステムの考え方を取り入れる

○1993年 FAO／WHO合同食品規格委員会（コー
デックス委員会）が「食品衛生の一般原則」
の附属文書として「HACCPシステム及びその
適用のためのガイドライン」を公表。

○2006年 EUですべての食品事業者にHACCPを義
務付け

○2016年 米国ですべての食品事業者にHACCPを義
務付け

○1995年 総合衛生管理製造過程を食品衛生法に
位置づけ

○1998年 食品の製造過程の管理の高度化に関する
臨時措置法（HACCP支援法）
（2003、2008、2013年に期限延長。現在、
効力は2023年まで。）

○2014年 食品等事業者が実施すべき管理運営基
準に関する指針（ガイドライン）でHACCP
による管理の選択制を導入

○2016年 HACCP制度化の検討開始
「食品衛生管理の国際標準化に関する検
討会」最終とりまとめ

○2017年 「食品衛生法改正懇談会」取りまとめ



食料産業局

Copyright 2016 Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

指定認定機関：24機関
（平成29年12月現在）

＜計画認定件数＞
高度化計画 ：424件
高度化基盤整備計画： 22件

＜融資先数＞
高度化 ：139貸付、545億円
高度化基盤整備：18貸付、57億円

HACCP支援法
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厚生労働大臣・農林水産大臣

指定認定機関
（事業者団体）

認
定

提
出

高度化基準に沿った工場の新設・
改修、運用体制の整備計画

ＨＡＣＣＰに対応した工場
及び運用体制の整備

認
定

提
出

基本方針

高度化基準

高度化計画 又は
高度化基盤整備計画

食品の製造過程の管理の高度化に関する臨時措置法
〔通称 ＨＡＣＣＰ支援法〕（平成10年法律第59号）
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「高度化計画」又は「高度化基盤整備計画」の認定を
受けるためには、認定を受けようとする品目にかかる認
定業務を行う「指定認定機関」が必要
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我が国におけるHACCPの導入状況
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出典：「食品製造業におけるHACCPの導入状況実態調査」（農林水産省調べ）

全体

販売金額規模別

零細規模層
(１億円未満)

中小規模層
（１億～50億円）

大規模層
（50億円以上）

導入済み ＋導入途中 導入済み ＋導入途中 導入済み ＋導入途中 導入済み ＋導入途中

平成22年度 16% 19% 5% 7% 17% 22% 67% 75%

平成23年度 20% 24% 8% 9% 22% 27% 63% 72%

平成24年度 21% 24% 7% 8% 24% 27% 76% 82%

平成25年度 21% 23% 12% 12% 25% 28% 73% 77%

平成26年度 25% 29% 13% 14% 29% 34% 77% 87%

平成27年度 23% 29% 13% 15% 26% 35% 84% 88%

平成28年度 29% 37% 18% 21% 33% 45% 67% 83%

HACCP支援法は中小規模層のHACCP導入率50％を目標に設定
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＜現状＞
• 食中毒リスク低減に資するHACCPは、先進国を中心に義務化が進められてきたが、我が国

の中小規模事業者では依然として普及が進んでいない。

＜今後の対応＞
• HACCPによる衛生管理の制度化（原則として、全ての食品等事業者に、衛生管理計画を作

成し、一般衛生管理に加え、HACCPによる衛生管理の実施を求めること等）に取り組むべき。

• コーデックスガイドラインに基づくＨＡＣＣＰの７原則を要件とする基準Ａの実施が難しい小規
模事業者や一定の業種等は、業界団体が業界の実態と特性を踏まえて厚生労働省と調整し
て策定した手引き書等を参考にして、実現可能性を十分に配慮した多様な基準Ｂによること
が可能であることを周知すべき。

HACCP制度化に向けた検討（１）

5

厚生労働省 食品衛生法改正懇談会 「取りまとめ」（平成29年11月15日）

HACCPの制度化の必要性

（参考）農林水産省のHACCP制度化を見据えた促進策
ハード対策

HACCP支援法による支援 (融資)

ソフト対策
研修支援

（人材育成への支援）手引書作成支援 日本発食品安全管理規格
（ＪＦＳ規格）
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HACCP制度化に向けた検討（２）
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＜現状＞
• 営業実態からの乖離や細分化された許可分類により事業者に負担が生じている。また

HACCP制度化に向け、営業許可業種以外の事業者を自治体が把握できる仕組みが必要。

＜今後の対応＞
• 食中毒リスク等に応じて、許可業種の対象を見直すとともに、営業届出制度を創設し、営業

実態に応じた分かりやすい仕組みの構築が必要。

• 制度の施行にあたっては、自治体や事業者への負担に配慮すべき。

営業許可制度の見直し及び営業届出制度の創設

① 飲食店営業
② 喫茶店営業
③ 菓子製造業
④ あん類製造業
⑤ アイスクリーム類製造業
⑥ 乳処理業
⑦ 特別牛乳搾取処理業
⑧ 乳製品製造業

現行の34許可業種（政令）
⑨ 集乳業
⑩ 乳類販売業
⑪ 食肉処理業
⑫ 食肉販売業
⑬ 食肉製品製造業
⑭ 魚介類販売業
⑮ 魚介類せり売営業
⑯ 魚肉ねり製品製造業

⑰ 食品の冷凍又は冷蔵業
⑱ 食品の放射線照射業
⑲ 清涼飲料水製造業
⑳ 乳酸菌飲料製造業
㉑ 氷雪製造業
㉒ 氷雪販売業
㉓ 食用油脂製造業

㉔ マーガリン又は
ショートニング製造業

㉕ みそ製造業
㉖ 醤油製造業
㉗ ソース類製造業
㉘ 酒類製造業
㉙ 豆腐製造業
㉚ 納豆製造業

㉛ めん類製造業
㉜ そうざい製造業
㉝ 缶詰又は瓶詰

食品製造業
㉞ 添加物製造業
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HACCPを超える民間認証の広がり
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欧米での食品事故
1980年代 欧米でリステリア食中毒の報告が相次ぐ 1990年代 欧州でBSEの発生

2000年 GFSI設立
2005年 ISO22000発行
2010年 FSSC22000発行

GFSIは、各地域の食品安全認証スキームを承認。食品安全マネジメントシステム間で
等価性を図り、収束することにより、食品安全リスクを軽減するとともに、コストを最適化。

SQF （米）

GRMS （ﾃﾞﾝﾏｰｸ）FSSC22000 （蘭）

IFS （独） CANADAGAP（加）

Global Aquaculture 
Alliance （米）BRC （英）

GLOBALG.A.P.（独）

PrimusGFS （米）

(政府規格技術的同等性承認）

China HACCP （中）

民間認証の標準化の動き

欧米諸国を中心に、HACCPの実施に加え、第３者認証によるHACCPを含む民間の食品安全管理
規格の認証を取引先から求められるケースが増えている。

GFSI Global Food Safety Initiative
世界食品安全イニシアチブ
世界的に展開する食品事業者（世界70カ国、約400社）が集まり、食
品安全の向上と消費者の信頼強化のため、自分たちの求める規格・認
証スキームの承認等を行う機関

2018年3月
GFSI世界食品安全
会議を日本で初開催

（東京）
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日本発の食品安全管理規格（JFS）の推進

規格を作り認証の仕組みを運営する民間機関
「一般財団法人 食品安全マネジメント協会」

（理事長：西谷 徳治） （平成28年１月～）
Japan Food Safety Management Association(JFSM)
【ミッション】
フードチェーンを通じた食品安全及び信頼確保の取組向上と標準化による
コストの最適化を目的として、
① 規格、ガイドライン等の作成と認証の運営
② 食品業界内の人材育成
③ 情報収集と発信

■ 法人会員（食品関係事業者） １０８社
■ 業界団体会員 ４団体
■ 賛助会員（食品関係事業者以外） ４７社
■ 個人会員 ２５名

合計 １８４（平成29年12月1日現在）

会 員

〇 中小事業者のHACCP導入、食品安全・信頼対策の向上を早急に進める。
〇 日本の食が国際的に評価される仕組みを持つ。
〇 食料業界における「食品安全管理の標準化」によるコストの最適化（重複監査の縮減）
〇 標準、ルールが食品の取引・流通における重要な条件に。標準・ルールの策定に関わる手段を持つ。
また、国際的な標準化過程に参画できる企業・人材を確保する。
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A
規
格

B
規
格

C
規
格

国際取引に
使われる

HACCPの
実施を含む

一般
衛生管理
中心

要求事項の種類

段
階

JFSの特徴
・ 中小事業者にとっても取り組みやすい段階的な仕組み
・ 日本の企業文化、食文化になじみやすい
・ 国内の規制と国際的なスキームとの整合

日本発の食品安全管理規格(JFS-C)は、FSSC22000等の国際的に承認された規格と同等性を認められることを目
指しており、国際承認を得れば、食品の輸出力強化につながる。また、JFS-A/Bは、HACCPの制度化にも対応するも
のであり、国内のＨACCPの取組の普及促進につながる。
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HACCP支援法の今後の方向
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• HACCPの制度化を見据え、食品製造事業者が将来求められる対策が実施できるよう、
HACCP支援法に基づく支援を継続。

• 制度化の内容を踏まえ、必要に応じて高度化基準、高度化基盤整備事項の内容を修正してい
く。（事業者がHACCPにより取り組みやすくするため。）

○HACCP支援法に対する業界団体等の意見
（平成29年2月 指定認定機関勉強会）

○今後の方向

• HACCPの導入は一般衛生管理から始めることが必要。平成25年のHACCP支援法改正で高
度化基盤整備から段階的に取り組めるようになったことはよかった。

• 段階的に取り組めるようになったことで、中小事業者の取組が増えた。

• HACCPの制度化に向けて、食品事業者の衛生・品質管理向上に対する金融面の援助制度
は必要。



食料産業局

Copyright 2016 Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

（参考）HACCP手引書作成等支援
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地方自治体
手引書を参考に、
・監視時に衛生管理計画及び
実施状況の確認

・事業者からの相談への対応

食品事業者
業種別の手引書を参考に、
・衛生管理計画を策定
・計画に基づいた管理を実施
・記録の保管

技術検討会で確認
された手引書を通知

相談

支援・周知

監視指導

厚生労働省
食品衛生管理に関する
技術検討会
・各手引書の内容の確認

厚生労働科学研究班
・危害要因分析、重要管理
点や管理基準の設定など
について専門家によるア
ドバイス技術的

支援

相談

農林水産省
食品の品質管理体制
強化対策事業
・業界団体の手引書作
成を支援

連携

相談

支援

厚生労働省資料を
元に作成

食品関係団体
業種別の手引書の作成
危害要因分析

(例示、一般的な内容でも可)
一般衛生管理の手順書(例)
望ましい重要管理点
記録様式(例)
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（参考）研修会等の開催
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衛生管理計画等の
ための人材育成
（基準B）

衛生管理計画等の
ための人材育成
（基準A）

指導者養成研修

企業の責任者がコーデックスの7原則12手順
に基づいてHACCPプラン（基準Aにおける衛
生管理計画）を作成・運用できるようにする
ための、演習を取り入れた研修

業界団体が作成した手引書等に基づいて衛
生管理計画を作成・運用するための、衛生
管理等に関する基礎知識を習得するための
研修

一定の力量を持って、他社のHACCP導入を
適切に指導・助言できる人材を養成するため
の研修

食品の品質管理体制強化対策事業 【H30年度概算要求額 189百万円の内数】
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